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我が国の公 共工事 において も、発注者 ・工事請負者 の双方が行って きた様々なマネジメン

ト業務の一部 を別の主体 が実施す る、マネ ジメン ト技術活用方式(CM方 式)の 試行 が実施

され、その有効性や本格 的な導入の可能性 についての検証が行われ はじめている。

同方式 の活用 に際 しては、まずそ のニ ーズ と期待するメ リッ トを明確 に した うえで、マネ

ジメン ト業務 実施者 の業務範 囲や義務 ・責任等 を明 らか にす るとともに、それに対する適切

なマネジメン ト業務費用の算定方法を確立す る必要が ある。本論文 において は、特 に同方式

の必要性 と、今後 の導入に向けての留意点 について提案 した。

【キーワー ド】CM方 式、マネジメン ト技術、マネジメン ト業務

1.研 究の背景と目的

我が国の社会資本整備は、国の直営事業 として始

ま り、戦後の国土復興 に伴 う公共工事 の急増 に対応

すべ く、公共工事 の請負化 が本格化 し、現在のよ う

な請負施工が定着 して きた1)。

また、近年において は、多様な入札契約方式の採

用が急速 に進み、工事内容 に即 した評価要素(価 格、

技術等)や 競争条件(一 般競争入札、指名競争入札)、

施工者 に求め る業務範 囲(施 工のみ、設計+施 工等)

等 の組 み合わせ を変 えた落札者(工 事請負者)の 決

定がなされ るよ うになった2)、

ただ し、現在 においても公共工事の建設 生産 シス

テムの3者 構造(発 注者 ・設計者 ・工事請負者)は 、

工事 目的物 を建設するた めの役割分担 を基本 とした

もので、「事 業を円滑 に進めるための技術」の提供 を

行 う構造で はない ことには変わ りはな い。

事業 を円滑(効 率 ・合理的)に 進めるための技術

は 「役割分担 における各々の技術」とは別 に存在 し、

それが各々の技術 も統括 した うえでの 「マネジメン

ト技術1で あると考える。

公共工事の執行 に当た り、次に示す ようなマネジ

メ ン ト技術の必要性が高 まった場合には、発注者 は

現行 の契約方式 では十分な対応が図れず 、その責任

を果 たす ことが困難 にな る可能性がある3)。

(1)短期的 ・集中的に事業量が増加 した場合

(2)自らの経験が少ない工種 を発注する場合

(3)定常 的に技術者 が不足 している場合

(4)事業 が錯綜 し調整 が必要な ことへの対応

(5)分離 ・分割発注が必要な ことへの対応 等

こう した課題 に対応すべ く、新たな発注方式 とし

て、設計者 ・工事請負者以外 に新た に発注者 と契約

関係 にある第3者 が、プロジェク トのマネジメン ト

を実施す る方式(CM方 式)が 必要で あると考 える。

なお 、本研 究 にお けるCM方 式 とは、上記 にお け

る第3者(以 下、CMRと す る)が 設計 ・工事施工

マネ ジメ ン ト等 の豊富な実務経験 と高度な専門技術

力 を有 し、 自らの技術的判断の もとに 「マネジメン

ト技術」 を駆使 し、基本 的に発注者 の補助者 として

技術的中立性 を保 ちつつ、発注者側 の立場でプ ロジ

ェク トの トータル的なマネジメン トを実施す る方式

を指す もの とす る。

また、我 が国の建設業界およびコンサル タン ト業

界にお いて も、 ともに総合的なマネジメ ン ト能力 を
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研 磨す る ことによ り、「CM」 とい うビジネス分野が

展開できれ ば、建設産業 の構造改革への新 たな糸 口

にな り得 るもの と考 える4)。

ただ し、CM方 式 は公共工事の執行 に当た り、現

行 の契約方式では対応が困難な場合 にその必要性が

求め られ るものである と考える。すなわち、CM方

式は現行 の契約方式 に付加 され るものである。 した

がって、 当研 究 にお いて は、まず直接的にCM方 式

に着 目す るのではな く、 まず現行 の契約方式 にお け

るマネジメン トの特徴や問題点等 を分析 ・把握 し、

CM方 式 の位置付け等 を明確にす ることとした。

そ のうえで、CM方 式 の一部の試行結果等 も踏 ま

え、工事施工段階におけるCM方 式導入時の、発注

者(CMR)・ 工事請負者それぞれ のマネジメ ン ト業

務の全体像 を把握す る ことに主眼を置き、それ を前

提 とした うえで、CM方 式の本格的導入に向けて の

留意点 につ いて検討す ることを 目的 とした。

2.従 来方式の整理と本研究の位置付 け

(1)現 状の契約方式とその問題点

我が国の公共事業は、図-1に 示すように設計と工

事施工を分離した3者 により、各者が役割分担に応

じたマネジメント業務を実施することにより遂行さ

れるのが、現行の契約方式の基本である。

図-1公 共事業執行における3者 の関係

また、3者 間のマネ ジメ ン ト業務 に境界領域があ

り、各段階 の境界域で3者 それぞれのマネ ジメン ト

業務 内容が補完関係 にあるもの と考 え られ る。

しか し、前章 に挙 げた(1)～(5)に示す ような状況下

で公共工事が執行 される場合3)、 発注者 は現行 の契

約方式で は十分な対応が 図れず、その結果、発注者 ・

工事請負者 の双方 ともにそ の責任 を十分 に果 たす こ

とが困難にな り、工事遅延や品質低下等の諸 問題 を

惹起す る可能性が ある。

それ らの課題 を解 決す るためには、輻輳す る工事

問の調整 ・総括 のよ うな工事統括 マネ ジメン ト的な

技術や、豊富な設計 ・工事施工経験 に基づ く高度な

管理技術 、すなわちマネジメン ト技術等が必要 にな

るものと考 える。

CM方 式 を活用 し、発注者 ・設計者 ・工事請負者

以外 の新 たな プレーヤ ーとして、設計 ・工事施工マ

ネジメン ト等 の豊富な実務経験を積み、高度な専門

技術力 を有す るCMRが マネ ジメ ン ト技術 を駆使 し、

公共工事の トータル的なマネジメ ン トを実施す るの

も有効な方法 のーつであると考える。

(2)従 来方式のマネ ジメン トの特徴 とCM方 式

現状 にお いてCM方 式そ のものの重要性が あま り

認識 されてな いのは、次 に示すよ うな現状の建設生

産 システムの2者 構造(発 注者 ・工事請負者)に お

けるマネジメン トの特徴 に起因す るもの と考 える。

(1)工事請負者のマネジメン トには、すで にCMが 内

包 されてお り、補完 関係領域 も含 めた広範なマネ ジ

メン トを実施 している と考 え られて いる5)。

(2)工事請負者は工事 目的物の完成責任 を負 う立場

(請負契約)上 、最終 的に発注者 の要求す る品質の

工事 目的物 を工期内に完成 させて引き渡す のが責任

で あ り、マネ ジメ ン トの内容は問題ではない(如 何

な るマネジメン トも内包 されている)と 考 え られて

いる5)。

また、工事請負者(特 に総合建設業者)は 高いマ

ネ ジメ ン ト能力を有 して いて も、評価 されて いない

のが現実で あ り、 自らもマネジメン ト技術 に対する

適切なフィーを、発注者 に対 して説明 し請求する努

力 を怠 ってきた とも考 え られる5)。

さ らに、設計 と工事施工の分離はなされて も、あ

くまでも設計内容 ・施工法等の決定権 や責任 と権 限

は発注者側 にあ り、受注者(設 計者 ・工事請負者)

は発注者の補完 的な位置付けの立場 とい うのが基本

である6)。

以上 よ り、「マネジメ ン ト技術」とい う高度なエ ン

ジニア リング ・サ ービスの内容 と価格 が認識 されな

いまま、現在 に至 っている。 この点が、我が国にお
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いて はCM方 式等のエ ンジニ ア リング・サ ービス に、

対価 を払 うという概 念に繋が らない要 因のーつであ

ると考える。

(3)本 研究の位置付け

本研究 はCM方 式 についての研究 を対 象 としなが

らも、まず は現状 における2者(発 注者 ・工事請負

者)構 造 上の各々のマネジメン ト内容や、双方 を合

わせたマネジメン トの全体像 を把握す ることに主眼

を置 くことにする。

それは、建設に係わ る各段階を通 じてその中にマ

ネジメ ン ト技術 が内包 されてお り、双方のマネジメ

ン ト内容が複雑に錯綜 し、かつ関連 している ことか

ら、CM方 式のみに着 目 しただけで は無意味な もの

になる と考えるか らで ある。

そ のうえで、CM方 式 を我が国の公 共工事 に適 し

た契 約方式 とし、本格的な導入に向けての関連事項

について検討 して い くこととす る。

また、CM方 式 は、CMRが 従来 の発注者 にない

マネジメン トを醸 し出して こそ 、はじめてその存在

価値が あるといえる。それが 「マネジメ ン ト技術 」

に相 当す るもので あ り、それ らを把握す る ことも本

研究 の目的 とす る。

3.CM方 式 の導入 形態

まず 、我が国の公共事業へのCM方 式 の導入 に際

し、CMRか らのマネジメン ト技術 の提供を期待 し

うる形態 としては、設計か ら工事施工段階に亘 って

導入す る場合 と、工事施工段階のみへ導入す る場合

とい う2つ の形態が考え られる。

ただ し、本研究 にお いて検討対象 とす るCM方 式

の形態 は、下記 によ り工事施 工段階への導入 を対象

とす る。

(1)当方式の試行導入で採用 され た実績 が多 いこと

(2)本研究は、現状 における2者 構造(発 注者 ・工事

請負者)上 の各 々のマネジメン ト内容や双方 を合わ

せたマネジメン トの全体像 を把握す る ことに主眼を

置 いていること

工事施工段階へのCM方 式導入 は、CMRが 基本

的 に工事施工段階にお ける発注者 と工事請負者 の補

完領域 に関してマネジメン ト技術 の提供 を行 うもの

で、図-27)に示すよ うな形態 になるもの と考 える。

図-2工 事施工段階におけるCM方 式のイメー ジ7)

なお、当形態 は分離 ・分割発注、短期事業量集 中、

事業進捗錯綜等への対応 に有効 と考 え られるが、他

事業者 との工事錯綜や 、未経験工種の工事施 工段階

か らの対応 にも適用 できると考 える。

また、CMRの マネジメン ト領域が発注者業務(監

督業務)の 一部代行 を含む場合 も考え られる。 さら

に、 この形態 におけるCMRの マ ネジメ ン トには、

現状において工事請負者が実施 しているマネ ジメ ン

トに該 当す る部分が 内包 されて いるもの と考 えられ、

これを明 らか にす る ことによ り、工事請負者(特 に

総合 建設業者)の 社会的位置付 けも明確 にす ること

ができると考 え られ る。

4.工 事施工段階におけるCM方 式導入時のマネ

ジメン トの全体像

工事施工段階 における発注者 ・工事請負者双方 を

合わせたマネジメン トの全体像 は、両者それぞれの

マネ ジメ ン ト内容の統合等 によ り概ね把握 できるも

のと考 える。その うえで、発注者 ・工事請負者の何

れの領域 における対応(マ ネジメン ト)で あるかに

ついて着 目し、CM方 式における業務 内容等 につい

て も検討 してい くものとす る。

しか し、実際 には発注者 と工事請負者の役割分担

のル ール は、あって も無いような もの ということに

な りかねないという意見 もある6)。

ただ し、発注者 と工事請負者 の責任関係は契約上
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において明確 になってお り、工事 目的物の完成責任

を負 う工事請負者 のマネ ジメン トが発注者のマネジ

メン ト領域 にまで及ぶ ということは、 「責任上」はあ

り得ない筈で ある。仮 に、工事請負者が発注者 と同

じよ うな 内容のマネジメン トを実施 した として も、

双方 の 「立場」によ り責任等が異な るため、そ のマ

ネジメン ト内容 も異な る扱 いにな るもの と考 える。

したが って、発注者 と工事請負者のマネジメン ト内

容 に重複はないものと考 える。

以上よ り、実際 の工事施工段階 における発注者 と

工事請負者のマネ ジメン ト調査結果の分析 ・統合等

によ り、工事施工段階におけるマネジメン トの全体

像 について検討 し、CM方 式導入 に向けて の留意点

を検討するための基礎 とす る。

以上を考慮 のうえ、次項 よ り工事施工段階 におけ

る発注者 と工事請負者それぞれのマネジメン ト業務

の内容 ・機能等 を抽 出す る。

(1)発 注者に対するマネジメン ト調査の結果と分析

発注者 のマネジメ ン トとして、CM方 式 導入時に

お いて、そ の立場が発注者扱い となるCMRの マネ

ジメ ン トに着 目す る ことを考 える。

CMRに は基本的に責任や権限 はな く、す べて の

行為にお いて発注者 に報告 し、発注者の承認のも と

に業務 を行 うこととな り、CMRの 業務は発注者 に

対す る善管注意義務 を負 った委任契約 となる。 した

がって、CMRは 中立的な存在で あ りつつ も、そ の

立場 ・マネジメン トは発注者側 の扱 いとなる。

工事施工段階か らのCM方 式試行 事例にお いて、

実際のCMRの マネジメン ト内容 を把握する 目的で

実施 された調査の結果概要8)よ り、CMRが 実施 し

た主な業務 内容を品質 ・工程 ・コス トという視点(管

理項 目)で 整理す る ことを考 える。

試行事例 におけるCM業 務の内容 は 「監督業務 の

補助」 と 「技術提供」で構成されて いることか ら、

各々にお けるCMRの 業務 を品質 ・工程 ・コス トと

い う視点(管 理項 目)か ら分析 ・整理する と、概ね

次に示すa)、b)の よ うに纏める ことができる8)。

a)監 督業務の補助

(品質(確 保)管 理)

(1)段階確認 ・材料確認等の実施 と発注者への結果報

告、工事請負者に対する指示

(2)試験結果確 認 ・試験立会等の実施 と発注者への結

果報告、工事請負者 に対す る指示

(3)工事施工上の条件変更 に関する協議,確 認 ・検討

と、その とりま とめ 等

(工程 ・コス ト管理)

(1)出来高対照表 の作成 ・確認 による確実な出来高把

握

(2)出来高把握 による全体工程調整 と発注者へ の報告、

工事請負者 に対する促進指示等

(3)関連工事な らびに工区間の工程上の協議 ・調整

(4)工事請負者 ・関係機関 ・地元等 との工程上の協議 ・

調整

(5)条件変更 に関する協議 と確 認 ・検討 等

b)技 術提供

(品質(確 保)管 理)

(1)工事請負者に対する品質確保 ・向上のための技術

的助言

(2)発注者に対する品質確保 ・向上のための技術的提

案

(3)的確な設計審査の実施による設計上の問題点の早

期把握と、解決に導くことによる工事目的物の品質

確保

(4)工事請負者に対する品質管理上の技術的助言

(5)全体施工計画の素案作成と発注者 ・工事請負者へ

の品質管理上の技術的助言 等

(工程 ・コス ト管理)

(1)設計審査 ・現地調査の的確な実施による工事施工

上の問題点の早期把握と、その解決による工事請負

者の負担軽減と工事遅延防止

(2)設計図書の変更(不 整合調整)に よる関係機関等

との早期協議の実施と、懸念事項の回避ならびにク

レーム等の発生リスク低減による工事遅延防止

(3)関係機関 ・地元とのより一層の口頼関係構築に基

づく協議実施により、クレームや工事中断といった

工事遅延リスクの低減

(4)完成時期を厳守した詳細な全体工程表の作成と、

それに基づく確実な工程管理

(5)各工事間の工程 ・施工ヤー ド・仮設道路等の調整

(6)発注者に対する工期短縮に関する技術的提案

(7)発注者に対す るコス ト縮減 に関する技術的提案

等
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(2)工 事請負者 に対するマネジメン ト調査の結果

と分析

土木学会 建設 マネジメン ト委員会 のマ ネジメン ト

業務評価研究 小委員会は、実 際の公共 工事 にお ける

工事請負者 のマネジメン ト内容 を、「マネジメン ト技

術 の評価 ・活 用 に関す る調査研究 報告書」(2003.9

土木学会建設マネジメン ト委員会工事 マネジメン ト

技術評価研究 小委員会)に 取 り纏め られて いるマネ

ジメン ト調査項 目をもとに実態調査9)を 行 った。

調査対象工事の中か ら、代表 的な工事(工 期1年

6ケ 月)の 調査データを集計 ・整理す ると、概 略の

マネ ジメン ト項 目別 の業務 量の比率は表-19)の とお

りとなる。

表-1工 事請負者のマネジメン ト調査結果9)

・現場代理人(監理技術者兼務)は44歳(経 験26年)

・3名 ともに1級土木施工管理技士を保有

調査結果よ り、工事請負者 のマネジメ ン ト内容 は

多岐に亘 って いるが、現場代理人が実施 したマネ ジ

メ ン トは、主任技術者や現場技術員 と比較 して 「施

工 ・管理」の 占める割合が低 く、調整業務や コス ト

管理等が主体 となって いる。 これ は、各者 の役割分

担が 明確 にな されて いるため と考える。

また、前述 した発注者の立場でCMRが 実施 した

マネ ジメン トの 「技術提供」の内容 と、現場代理人 ・

主任技術者 が実施 したマ ネジメン トのうちの表-19)

に示す各マネジメン ト項 目に含 まれる詳細な内容 と

が概ね共通す るものとして以下が挙 げ られ る9)。

(1)着工準備

設計図書審査 ・確認、設計変更 の可能性調査

(2)施工条件 の確認

条件変更 による設計変更 の確認、施工条件の明示

に関する確 認

(3)関連工事 ・企業体 との調整

隣接工事 との調整、施設管理者 との調整

(4)施工 ・管理

地元 の苦情 ・要望 への対応

(5)設計変更

設計変更協議の実施、設計変更図面の作成 等

特 に現場代理人は、施工管理 の経験 に基づ いた調

整業務や コス ト管理等 を主体 とした統括マネ ジメ ン

トの遂行能力を兼ね備えているもの と考 える。 した

がって、現場代理人経験者は 「技術提供」 に挙げた

よ うなマネジメン トの実施者 として、その要件を満

たす候補者の1人 で ある と考 える。

(3)工 事施工段階におけるマネジメントの特徴

以上よ り、CM方 式の導入か ら日は浅 いが、工事

施工段階にお けるマネジメン トの特徴は次の とお り

と考える。

(1)試行事例 におけるCM業 務 に含 まれる各管理項 目

において 「監督業務 の補助」 に纏めたマネジメン ト

の内容 は、主 に発注者 の定常的業務 を代行的 に補完

する ものであ り、CMRが 代行で きる従来の発注者

のマネジメン トと考 え られる。

(2)「技術提供」 に纏めたマネジメン トの内容は、技

術 的能力 を要す る照査 ・提案や助言等 を行 うもので、

主に民間の技術者がCMRと な ることによ り新た に

もた らされた発注者のマネジメン トで あると考 える。

また、工事請負者 のマネジメン ト調査結果か らも「技

術提供」のマネ ジメン トの内容 と共通す るものが確

認 された。

(3)従来、発注者が実施 して きたマネジメン ト機能 と

は異な り、「技術提供」 に纏 めたマネ ジメン トの内

容 は、CM方 式導入 によ り新たに醸 し出され た最大

の成果 と捉 えることができ、従来 の発注者が殆 ど実

施 していないマネジメン ト内容であると考 える。ま

た、そ のノウハ ウはCMRが 有 しているものであ り、

これが 「マネジメン ト技術 」といえるものと考 える。

(4)現状 の工事請負者 のマネジメン トには「技術提供」

に該 当す る部分が 内包 されてお り、従来か ら 「マネ

ジメン ト技術」 を有 している ものと考 える。特に総

合建設業者は 「マネ ジメ ン ト技術」を駆使 し、公共

工事 の効率的 な執行のために貢献 しているもの と考

え られ る。
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(4)発 注者のみが実施可能なマネジメン ト

CM方 式 を導入 して も、発注者 の立場であるCM

Rが 実施で きな い(し ない)と 考 え られるマネジメ

ン トは、立場(責 任)上 、あくまでも発注者側 に残

るもので あ り、判断等 がそれ に該 当す るもの と考 え

る。

(5)調 査結果の分析等よる工事施工段階のマネジメ

ントの全体像とその考察

以上 に述べて きた(1)～(4)の 分析結果 を総

合的に捉え ると、工事施工段階にお ける全般 的なマ

ネジメン トの実態は、概ね 図-3に 示すよ うに整理

できるもの と考 える。本研究 においては、 これが工

事施工段階 においてCM方 式 を導入 した場合 の、発

注者 ・CMR・ 工事請負者の3者 を統合 したマネ ジ

メン トの全体像である と考える。

図-3工 事施工段階におけるCM方 式導入時の

マネジメン トの全体像

最終的な判断等は発注者 に仰 ぐことにはな るが、

「技術提供」 に纏めたよ うなCMRの マネジメン ト

技術の活用 によ り、発注者マネジメン ト領域の拡 大

化が図れ るものと考 え る。また、それ によ り、公共

工事の進捗促進や品質向上、さ らにはコス ト縮減 に

大 きく貢献で き、良質な社会資本整備が効率的に実

施できるもの と考 える。

ただ し、マネ ジメ ン ト領域の拡大化が図れる とい

えども、我が国の公 共工事 にCM方 式 を導入 した場

合は、CMRの 業務 は発注者 に対す る善管注意義務

を負った委任契約 となるため、基本的 にCMRに は

責任 がな い。 したが って 、その拡大 した領域 のマネ

ジメ ン ト(主 に 「技術提供」 に該当す るマネジメン

ト)の 実施に関す る責任 につ いて も発注者 に帰属 さ

れる ことになる。すなわち、CM方 式 を導入す る こ

とによ り、発注者の負担 は軽減する反面、その リス

クは増加す る とも考え られ る。

以上よ り、CM方 式 を活用す る際は、発注者は従

来 の工事請負者 に 「全てお任せ」 という依存 的意識

か らの脱却 を迫 られ、 自らも リスクを負 うことを明

確 に認識 し、設計者や 工事請負者 と明確な契 約関係

に基づ く責任 の分担を図 り、良好 なパー トナーシッ

プを築 いてい くことが必要 と考える10)。

5.CM業 務 の内容 ・範 囲等 につ いて

CM業 務(CMRの マネジメン ト)の 内容 は、対

象工種等の条件 によ りそ の内容が多少異なるものと

考 え られるが、全体 的には 図-3に 示 した とお り、

「発注者の定常的業務 の代行的補完(監 督業務の補

助)」 と 「技術 的能力 を要す る業務(技 術提供)」 に

なるもの と考 える。

またCMRの 導入パ ターンとしては、図-4に 示す

ように、A(「 監督業務 の補助」のみ)、B(「 監督業

務 の補助」+「 技術提供」)、C(「 技術提供」のみ)

という3つ のパター ンが考え られ 、各 々にお いてC

MRが 担 うマネ ジメ ン ト内容は異 なることにな る。

図-4CMRの 導入パタ ーン

しか し、本研究 にお けるCM方 式は、高度な専門

技術 力を有す るCMRが プ ロジェク トの トータル 的

なマネジメ ン トを実施す る ことを前提 としている。

したがって、発注者が従来実施 して きたマネジメ

ン トの一部のみ を対象 とす るのであれ ば、高度な技

術 力を有す るCMRの 存在 は不用であると考える。
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以上 よ り、本研究が意 図す る ところのCM業 務の

内容(CMRの マネジメン トの内容)は 、図-4のB

あるいはCで ある と考え る。 このBパ タ-ン のCM

方式導入 によ り、「公共工事の品質確保 の促進に関す

る法律(品 確法)」の施行 に伴 う発注 関係事務の支援

や、工事監督 ・検査の支援強化等が図れると考える。

さ らに、Cパ ターンの導入 によ り、設計審査力、工

事施工管理力、 リス ク管 理力等 といったプロジェク

トマネジメン トカの向上が図れるもの と考 える。

6.CMRの 能力を有効に活用するために発注者

に求められる能力

(1)CM方 式導入 まで に発注者 に求め られ る能力

CM方 式導入 の成否は、CMRの 能力によるとこ

ろが大 きいことはいうまで もない。 したがって、C

MRの 能 力を十分に引き出すための条件設定が重要

で あ り、それが発注者 に最 も求め られ る必要な能力

とな る。そ の中で も特 に重要な項 目を次 に示す。

(1)CMRに 実施 させ る業務 の内容 を設定 し、発注者

・CMR・ 工事請負者間の役割分担 ・責任 を明確 に

す る。

(2)上記 を踏まえて、 「技術 の内容」や 「技術 の量」を

的確 に判断 し、CMRの 選定 にあた って求めるべ き

要件(CMRの 人員構成、役割分担や個々の技術者

の要件)等 を設定す る。

(2)CM方 式導入後 に発注者 に求め られ る能力

基本的に責任や権 限がな いCMRの 業務 は、最終

的な発注者の判断な しでは成 り立たない。すなわ ち、

CM方 式の導入 に際 しては、発注者がCMRを 使い

こなす能力を有 して いる ことが前提である と考える。

発注者 にはCMRの 報告 ・提案等 に対 して適切な

指示 ・指導ができな ければ、CMRは 発注者が従来

において実施 してきた監督 ・積算業務等の一部 を、

分担実施す るだけの存在 になる可能性が ある。CM

Rが 事業 の ト-タ ル的なマネジメ ン トを実施す るた

めに、発注者 に求め られ る能力 として特 に重要 と考

え られる ものを次 に示す。

(1)CMRの 報告や技術提案 に対 して、判断等が即座

に行える能力

(2)CMRの 業務遂行 に際 して 、随時適 切なア ドバイ

スが行 える能力

また、CM方 式の導入 によ り、CMRに よる新た

な発注者マネジメン ト領域の拡大化が期待できるが、

そ の責任 はあ くまで も発注者 にある ということを十

分 に認識 してお く必要がある。

7。 お わ りに

本研 究にお いては、主に図-4に 示すBあ るいはC

のCMR導 入パ ターンによる、工事施工段階のCM

方式導入 に際 して考察すべ き事項 につ いて述べて き

た。今後 とも、CM方 式のニーズ ・シーズの双方 が

あって然るべ きと判断す るが、我が国の公共工事に

おいてはCM市 場がいまだ十分 には存在 していない

のも事実である。

発注者側 にはCM方 式 のニーズが存在 しているも

の と考 え られる。 したがって、CM市 場 の形成は同

方式 の必要性や有用性 を、発注者 自らが把握 ・分析

できるか にかかって いるものと判断す る11)。

CMサ ―ビスの提供側(CM業 務受託希望者、C

MRの 希望者)が 、 どんなにCM方 式の必要性や有

用性 を訴 え続 けて も、同方式 は採用 されないもの と

考える11)。

今後 においてはその点 も考慮 しなが ら、発注者の

自覚 を促すべ く、CM方 式 の有用性や位置付けにつ

いて も、 さらに明確 にしていきたい と考え る。

しか し、CM方 式 の導入 に際 しては、さ らに次に

示す ような課題があるもの と考 え られる。

(1)地方 自治体等でCM方 式を導入する場合 は、他の

発注者支援策(ア ドバ イザ-制 度等)を 併用す るこ

とも必要 と考え られるが、その場合は事業費が さら

に上昇す る可能性がある。

(2)総合評価方式が一般化 される ことを勘案す る と、

CMRのVE提 案の扱い等 について、責任関係を含

めた整理が必要 とな る。

今後は、 これ らの課題解決 に向けた研究が必要で

あると考える、

本稿 は、土木学会建設マネジメ ン ト委 員会のマネ

ジメ ン ト業務評価研 究小委 員会 の活動 成果の一部

を、筆者 らの責任 にお いて活用 させて頂 いた ことを

付記す る。
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A STUDY OF NECESSITIES AND SOME CONCERNED ISSUES FOR

APPLYING CONSTRUCTION MANAGEMENT SYSTEM INTO PUBLIC

WORKS

By Megumu NAGASHIMA, Koshi YAMAMOTO

 Owners in the public sector and contractors in the private sector have traditionally conducted the

diverse management tasks for executing public works in Japan.

 Construction management (CM) system, where partial commissions of such management tasks are

conducted by third sector, has introduced into some public works on a trial basis in recent years. Its 

effectiveness and possibility for substantial introduction of CM system are now under investigation. 

 The application of CM system requires well-defined needs and merits for construction management, 

well-defined scopes of services and duties of the CM service providers, and estimates of appropriate 

costs for management tasks. 

 This paper has especially suggested necessities and some concerned issues for applying CM system 

into public works in near future.
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